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「固定電話番号の双方向ポータビリティの実現に向けた検討会」（第１回） 

 

 

１ 日時 令和６年１１月１８日（月）１０時００分～１０時５９分 

２ 場所 Web会議 

３ 出席者 

   固定電話番号の双方向ポータビリティの実現に向けた検討会構成員（敬称略） 

（１） 有識者 

相田 仁（座長）、河村 真紀子、長田 三紀、藤井 威生（以上４名） 

（２） 関係事業者・関係事業者団体 

    加納 大三（楽天モバイル株式会社）、鎌田 理之（代理：樋口 恭之）（エヌ・テ  

ィ・ティ・コミュニケーションズ株式会社）、木下 雅樹（西日本電信電話株式会

社）、熊崎 裕亮（西日本電信電話株式会社）、田淵 翔（KDDI株式会社）、種村 青

治（東日本電信電話株式会社）、千葉 昌義（楽天コミュニケーションズ株式会社）、

長澤 秀幸（東日本電信電話株式会社）、村岡 大輔（ソフトバンク株式会社）、岡

田 良平（一般社団法人日本ユニファイド通信事業者協会）、立石 聡明（一般社

団法人日本インターネットプロバイダー協会） 

（３） オブザーバー 

    一般社団法人テレコムサービス協会、一般社団法人電気通信事業者協会、 

一般社団法人日本ケーブルテレビ連盟 

（４） 総務省 

    大村 真一（電気通信事業部長）、五十嵐 大和（電気通信技術システム課長）、 

平松 寬代（番号企画室長）、中田 五月（番号企画室課長補佐） 

４ 議題 

（１）検討の進め方（案）  

（２）片方向番号ポータビリティの実施状況等  

（３）検討事項及び論点（案）  

（４）その他 

 

【中田補佐】  本日は、皆さまお忙しい中お集まりいただきありがとうございます。定刻
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となりましたので、ただいまから、「固定電話番号の双方向ポータビリティの実現に向けた

検討会」の第１回会合を開催いたします。この度、本検討会の事務局を務めます、総務省総

合通信基盤局電気通信技術システム課番号企画室課長補佐の中田でございます。 

まず、事務局よりWEB会議による開催上の注意事項についてご案内いたします。本日の会

合の傍聴者につきましては、WEB会議システムによる音声及び資料投映のみでの傍聴とさせ

ていただいております。事務局において傍聴者は発言ができない設定とさせていただいて

おりますので、音声設定を変更しないようお願いいたします。また、本日の会合につきまし

ては、記録のため録画をさせていただきます。 

次に、構成員におかれましては、ハウリングや雑音混入防止のため、発言時以外はマイク

をミュート（OFF）にして、映像もOFFにしていただきますよう、お願いいたします。ご発言

を希望される際には、事前にチャット欄に発言したい旨を全員宛てに書き込んでいただく

ようお願いいたします。それを見て、座長から発言者を指名いただく方式で進めさせていた

だきます。発言する際には、マイクをONにして、映像もONにしてご発言ください。発言が終

わりましたら、いずれもOFFに戻してください。接続に不具合がある場合は、速やかに再接

続を試していただくようお願いいたします。その他、チャット機能で随時全員宛に連絡をい

ただければ、対応させていただきます。 

続いて、配付資料の確認です。本日の資料は、議事次第、資料１-１から１-４及び参考資

料１及び２となっております。注意事項は以上になります。それでは、検討会の開催に当た

りまして、大村電気通信事業部長から挨拶をさせていただきたいと思います。恐れ入ります

が、構成員の皆様、映像をONにしていただけますでしょうか。それでは、大村部長、よろし

くお願いします。 

【大村部長】  総務省総合通信基盤局電気通信事業部長大村でございます。皆様におかれ

ましては、日頃から総務省の情報通信行政にご理解をいただいておりましてありがとうご

ざいます。検討会の開始にあたりまして、一言私の方からご挨拶をさせていただきます。固

定電話番号のポータビリティにつきましては現在、NTT東西からの片方向の番号ポータビリ

ティのみが実施をされているところでございますが、来年１月以降は、双方向の番号ポータ

ビリティが実現される予定になっております。これによりまして、電気通信分野における競

争の促進、また利用者の利便が向上することが期待をされているところでございます。一方

で、この双方向の番号ポータビリティですが、その実施に当たって、主に利用者の観点から

事業者に遵守していただきたいルールがないということで、９月の情報通信審議会でも、そ
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のために必要なガイドライン等でルールを示すことが適当であるという答申をいただいて

いるところでございます。この検討会では、ガイドラインの策定に向けて、番号ポータビリ

ティが使いやすいものとなるよう利用者の観点、事業者の観点、幅広い観点から忌憚なくご

意見をいただきまして、議論を深めていけたらと考えているところでございますので、皆様

におかれましては、ご協力のほどよろしくお願いいたします。本日はよろしくお願いいたし

ます。以上でございます。 

【中田補佐】  構成員の皆様におかれましては、ここで映像をオフにまた戻していただけ

ますと幸いです。議事に先立ち、本検討会について、事務局より、説明差し上げます。資料

１－１の開催要綱につきましては、事前に本検討会の構成員の皆様に配布させていただい

ているとおりでございます。本検討会の座長は東京大学の相田先生に、座長代理につきまし

ては大東文化大学の山下先生にお願いしております。なお、山下座長代理は本日都合により

御欠席となってございます。それでは、カメラ及びマイクをONにしていただき、相田座長か

ら簡単にお一言いただけますと幸いです。 

【相田座長】  この度、本検討会の座長を務めさせていただくことになりました。固定電

話の番号ポータビリティに関しまして、資料をひっくり返していたのですけれども、

１９９８年の５月に番号ポータビリティの実現方式に関する研究会というのが開かれて、

いわゆるリルーティング方式がいいというようなものが出たわけですけれども、その後、番

号ポータビリティの費用負担に関する研究会ということで、先ほどの研究会で提案された

方式を正直に実現すると７３０億かかるということで、機能を絞りかつ片方向にすること

によって開発規模を数十億に抑えるということで、ずっと片方向ということでやってきた

わけです。PSTNからIP網へのマイグレーションということで四半世紀ぶりに双方向番号ポ

ータビリティが実現しそうであると、この間携帯電話のポータビリティに関しては先に双

方向が実現されていていろいろ知見があるということで、それも参考にしながら固定電話

の双方向番号ポータビリティのあり方について皆様と検討してまいりたいと思いますので、

どうぞよろしくお願いいたします。 

【中田補佐】  ありがとうございました。それでは、初回ですので、構成員の皆様を構成

員名簿順にご紹介させていただきます。事務局にてお名前をご紹介させていただきますの

で、カメラ及びマイクをONにしていただきまして、簡単にお一言ずついただけますと幸いで

す。最初に、主婦連合会会長河村先生です。 

【河村構成員】  主婦連合会河村です。番号政策については、これまでも消費者の立場か
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ら意見を述べてきました。よろしくお願いいたします。 

【中田補佐】  ありがとうございました。次に、情報通信消費者ネットワーク長田先生で

す。 

【長田構成員】  長田です。私自身は番号のことについては、今回初めて参加させていた

だくことになりましたけれども、通信政策のところをいろいろご一緒させていただいてい

ますので、この大きな変化に混乱なく番号の両方向のポータビリティが実現することを期

待しています。 

【中田補佐】  ありがとうございました。最後に、電気通信大学先端ワイヤレス・コミュ

ニケーション研究センター教授藤井先生です。 

【藤井構成員】  藤井でございます。専門としては無線通信ですので、直接今回の固定電

話のところに関係あるわけではないのですが、番号政策について今まで技術的観点を主に

担当してきました。特に双方向番号ポータビリティの固定電話については、今携帯電話網を

使ったものなどいろいろなところに幅が広がっていますので、品質や価格などがいろいろ

変わってきているところかと思います。今後、双方向番号ポータビリティが積極的に使われ

るところがあるのではないかと思います。そのあたりも含めて、いろいろ検討できればと思

いますのでよろしくお願いいたします。 

【中田補佐】  ありがとうございました。また本検討会では、先ほどご挨拶いただいた

４名に加え、関係事業者７者及び関係事業者団体２者を構成員、その他、関係事業者団体

３者にオブザーバー参加いただいております。それでは、これ以降の議事進行は、相田座長

にお願いしたいと存じます。相田座長、よろしくお願いいたします。 

【相田座長】  本検討会では、固定電話番号の双方向ポータビリティの実施に関するガイ

ドラインの策定に向けて、有識者、事業者及び消費者から意見を伺い、相互理解を深め、論

点の洗い出しや整理、調整を進めることを目的としたいと思いますので、構成員のみなさま

には闊達なご議論をいただければと思います。それでは、早速議事に入ります。まずは事務

局より、本検討会の進め方について説明をいただきます。 

【中田補佐】  それでは資料１－２に基づいて説明させていただきます。まず固定電話の

番号ポータビリティの実施に関するガイドライン策定に向けた検討の進め方（案）について

説明をさせていただきます。まず１ページ目でございます。PSTNのIP網への移行が令和７年

１月以降に実施されますけれども、それ以降、固定電話番号を使用した役務の提供を行う全

ての電気通信事業者は、原則として、番号ポータビリティを実施可能とすることが求められ
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るところでございます。一方、事業者間相互の番号ポータビリティの実施に当たりましては、

本年９月の情報通信審議会答申におきましても事業者が遵守すべき事項についてガイドラ

イン等により示すことが適当とされているところでございます。これを受けまして、当該ガ

イドラインの策定に向けて有識者、事業者および消費者から意見を伺いまして、相互理解を

含め、論点の洗い出しや整理、調整を進めることを目的に、本検討会である固定電話番号の

双方向番号ポータビリティ実現に向けた検討会を開催させていただくところでございます。

主な検討事項でございますけれども、一つ目としては、番号ポータビリティの実施の原則等、

二つ目は受付方法、利用者負担料金等となってございまして、下の方に検討会のスケジュー

ル案を示させていただいております。まず、今回の検討会におきまして論点を提示させてい

ただきまして、その後ヒアリング等を通じて論点整理をさせていただき、１２月の半ば頃に

ガイドライン案を取りまとめ、その後、意見募集を経て１月末までにガイドラインの策定の

方を行いたいというところでございます。 

続きまして、２ページ目に検討の進め方（案）を示させていただいてございます。まず、

番号ポータビリティのガイドラインといたしましては、平成１６年に携帯電話に関しまし

て、既にMNPガイドラインの方を策定・公表の方をしているところでございます。今般検討

いただく内容に関しましては、固定電話番号の双方向番号ポータビリティの実施に関する

ガイドラインでございますけれども、こちらのガイドライン策定にあたりまして、既に策

定・公表しております携帯電話のMNPガイドラインの項目が参考となることかと思いますの

で、そちらの方を参考とさせていただきつつ固定電話と携帯電話の違いを踏まえて検討し

てはどうかというところでございます。また、現在固定電話番号に関しましては、NTT東西

さんからの片方向の番号ポータビリティが既に実施されているところでございます。また、

双方向番号ポータビリティに関しましてはその実現に向けまして、関係事業者の間で協議

の場が設けられて、検討が進められているところでございます。これらを踏まえまして、ガ

イドラインに策定する項目につきましては、関係事業者における取り組み状況のヒアリン

グを実施しつつ検討を進めることとしてはどうかというところでございます。 

続きまして３ページ目に参考といたしまして、携帯電話と固定電話の比較を表にまとめ

させていただいているところでございます。簡単に説明させていただきますけれども、携帯

電話は、総務省から番号の指定を行っている事業者が５者に対して、固定電話は１９者とな

ってございます。また番号区画の有無でございますけれども、携帯電話には特にそういった

ようなものはございませんが、固定電話に関しましては番号区画というものが設けられて
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ございまして、今回、固定電話の番号ポータビリティにおきましては、ポータビリティは番

号区画内に制限されるところでございます。また、番号ポータビリティの実施の例外につい

てでございます。携帯電話に関しましては、データ伝送役務及びSMSサービスのみを提供す

る場合には番号ポータビリティの実施の例外としているところでございます。一方、固定電

話に関しましては、９月の情報通信審議会の答申を受けまして、現在検討の方を進めている

ところでございますけれども、技術的な困難性や利用者への影響等を勘案して、総務大臣が

個別に認めた場合に関しましては番号ポータビリティの実施の例外となる予定となってご

ざいます。また利用者の受付方法でございますけれども、携帯電話に関しましては、ワンス

トップ方式とツーストップ方式の併用となってございます。番号ポータビリティ開始当時

はツーストップ方式のみだったのですけれども、昨年の５月からワンストップ方式という

ものが開始されたところでございます。また受付方法でございますが、携帯電話は電話・イ

ンターネットの他、店頭での対面での受付というものが存在しているところでございます。

一方、固定電話でございますけれども、こちらは現行の片方向の番号ポータビリティの場合

というところで、参考でございますけれども、現在、固定電話の片方向番号ポータビリティ

の場合はワンストップ方式、すなわち移転先事業者への申し込みのみで完結するような手

続きで実施されております。また受付方法ですけれども、法人を除きまして固定電話への提

供に関しては店頭というのがなかなかあまりないというところでございますので、店頭に

よる対面受付というものは比較的少ないような状況となってございます。最後、番号ポータ

ビリティに対して生じる手続きでございますけれども、携帯電話に関しては特にございま

せんが、固定電話に関しましては、事業者変更に伴いまして、回線の開通工事や電話加入権

の解約等の手続きが生じる可能性があるというようなところで示させていただいておりま

して、こちらが携帯電話と固定電話の比較となってございます。これらを踏まえまして、固

定電話番号の双方向番号ポータビリティの実施に向けたガイドラインの項目検討の参考と

していただければというところでございます。事務局からの説明は以上となります。 

【相田座長】  ありがとうございました。それではただいまの事務局からのご説明に関し

まして、ご質問・ご意見ございます構成員の方は挙手いただければ私の方で順次指名させて

いただきますし、それが難しいようでしたら直接マイクをオンにしてお声掛けいただいて

も結構でございます。よろしいでしょうか。この後、関連のご説明もございますので、もし

追加の質問等ございましたら後ほどでもご発言いただくこととして、一旦先に進みたいと

思います。 
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次の議題は片方向番号ポータビリティの実施状況等ということで、本日は西日本電信電

話株式会社および東日本電信電話株式会社様から現在既に実施している片方向番号ポータ

ビリティの運用および双方向番号ポータビリティの実施に向けた事業者間協議の場での検

討の状況についてご説明いただけると伺っております。説明者は東日本電信電話株式会社

の長澤様ということでよろしくお願いいたします。 

【NTT東日本 長澤構成員】  NTT東日本の長澤です。それでは、固定電話の番号ポータビ

リティに係る検討状況についてのご説明をさせていただきます。まずは、現行の片方向の番

号ポータビリティの運用方法についてご説明させていただきます。現行の固定電話におけ

る番号ポータビリティは、NTT東西の加入電話等の契約時に取得した電話番号からの片方向

の番号ポータビリティを２００１年３月より開始しております。現在は固定電話番号の指

定を受ける事業者様のうち１６の接続事業者が参画しております。番号ポータビリティの

申し込みにあたっては、お客様が移転先事業者へ申し込みを行い、その後、移転先事業者が

移転元事業者との間で手続きを進める、いわゆるワンストップ方式による運用を行ってい

るところでございます。 

現行の番号ポータビリティの運用方法ですが、まず申し込み手続き概要についてご説明

したいと思います。図をご覧ください。右から左に流れるフローとなっております。一般の

お客様がまず番号ポータビリティを実施したいときに移転先事業者様に申し込みを行いま

す。移転先事業者はそれを受けましてBと書いてある申込受付システムにオーダーを投入し、

その申込受付システムから移転元事業者であるNTT東西がオーダー申し込みを承りまして、

Aと書かれているNTT東西の交換機に設定作業を行い、番号ポータビリティを実施しており

ます。この際、Aと書かれているNTT東西の交換機に対して移転先の事業者情報を設定する作

業の費用および申し込み受付システムにかかる費用のAとBの二つの費用が発生することに

なりますが、これらAとBの費用につきましては、移転先事業者へNTT東西からご請求をさせ

ていただいておりまして、移転先事業者が負担の上で実施しているというものでございま

す。一般のお客様へのご請求等につきましては各移転先事業者様の判断により実施してい

るところでございます。 

次からが双方向番号ポータビリティに向けた検討状況でございます。固定電話サービス

を提供する接続事業者１８者は、双方向番号ポータビリティの受付を２０２５年の１月よ

り開始予定でございます。今後はひかり電話専用番号や各固定電話サービス提供事業者様

の固定電話の契約時に取得した固定電話番号をご利用のお客様も現在ご利用中の電話番号
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のまま事業者を選択できるようになります。下図をご覧いただくとわかりやすいかと思い

ますが、左図が現在の片方向の番号ポータビリティの概要をご説明したものになります。N

TTの固定電話からA社・B社への番号ポータビリティは矢印に丸がついており可能ですけれ

ども、A社・B社間およびA社からNTT東西、B社からNTT東西には現在は実施できないこととな

っております。右図をご覧ください。双方向番号ポータビリティ開始後には、NTT東西の固

定電話にひかり電話専用番号が追加されており、先ほどバツとなっていたA社・B社間、A社・

NTT東西間、B社・NTT東西間も全て番号ポータビリティできるということになっております。 

続きまして接続事業者間での検討状況になります。２０２５年１月からの開始に向けま

して、固定電話サービス提供事業者１８社の間で運用方法等の協議を合計８８回実施して

きております。既に運用方法・事業者間での費用負担についての検討は完了しておりまして、

現在は双方向番号ポータビリティに関するお客様のご理解を促進するための広報等周知の

検討や、事業者共通で利用する申し込み受付システムと各接続事業者の業務システム間で

の試験等といった準備を進めているところでございます。 

検討状況の続きでございます。申し込み方法につきましては、現行の片方向番号ポータビ

リティと同様、ワンストップ方式とすることを事業者間で合意しております。下図が申し込

み手続き概要になりますが、同じく右から左に流れる流れとなっておりまして、流れといた

しましては先ほどの片方向の番号ポータビリティのときと同様でございます。お客様が移

転先事業者に申し込みまして、今回、構築している双方向番ポ申込受付システムに移転先事

業者が申し込みを行いまして、そのシステムを介しまして移転元事業者が申し込みを承り、

各社が保有している番号データベースに設定作業を行い番号ポータビリティを実施するこ

ととなります。事業者間での費用負担につきましては、Aの番号管理事業者の番号データベ

ースに移転先事業者の情報を設定する作業にかかる費用およびBの事業者間共通で利用す

る双方向番ポ申込受付システムの費用の２種類になります。こちらも片方向のときと同様

にAとBの費用を移転先事業者が費用負担することで合意しております。お客様への費用請

求も各移転先事業者様の判断により実施する予定でございます。 

最後、まとめでございます。片方向と双方向番号ポータビリティの比較でございます。双

方向番号ポータビリティの開始後は、番号ポータビリティ可能な電話番号が拡大するのみ

でございまして、受付方法等については現行と同様となる予定でございます。図をご覧くだ

さい。対象番号につきましては、NTT東西の加入電話番号のみであったものが双方向番号ポ

ータビリティになりますと、ひかり電話の専用番号や各固定電話サービス提供事業者の固
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定電話の契約時に取得した固定電話番号も含む電話番号が対象となります。利用者の受付

方法はワンストップ方式から変わりません。利用者の申し込み窓口につきましても、コール

センター、Web、営業担当者による対面受付等こちらも変わりません。事業者間の費用負担

も先ほどご説明させていただきましたように、移転先事業者が負担している現状と変わり

ません。お客様の費用請求につきましても、各移転先事業者様の判断によって実施するまま

でございます。弊社からのご説明は以上となります。 

【相田座長】  ありがとうございました。それではただいまのNTT東日本様からのご説明

に関しまして、ご質問・ご意見等ございましたらお願いしたいと思います。それでは藤井構

成員、お願いいたします。 

【藤井構成員】  ご説明ありがとうございます。費用負担についてのところでお伺いした

いのですが、今回工事費が移転元・移転先の両方でかかる場合であっても、工事費も含めて

移転先事業者が全てお客さんに請求するというような形でよろしいのでしょうか。それと

も工事費については別途両方から請求があったりする可能性があるのかについて教えてい

ただければと思います。 

【NTT東日本 長澤構成員】  ご質問ありがとうございます。工事費につきましては移転

先事業者が負担することとなっておりまして、その後の一般のお客様への請求につきまし

ては、その移転先事業者様の判断によって請求するしないを決めていただくことになりま

す。 

【藤井構成員】  承知しました。それでは元々の移転元からお客さんの方への請求という

のは、特にもし契約を解除するときの手数料のようなものがあった場合のみ、お客さんの方

に請求がいくというような形ですか。 

【NTT東日本 長澤構成員】  移転元からの請求につきましては、その通りでございます。 

【相田座長】  私からも確認させていただきますと、工事はこの図で言う左側のデータベ

ースの設定作業とは別に引き込み線の撤去というような物理的な工事が固定電話の場合か

かる可能性もあると思うのですけれども、そういう場合はどうなるのでしょうか。 

【NTT東日本 長澤構成員】  現状でいきますと、NTT東西が移転元の場合かと思いますけ

れども、回線に係る廃止工事については現状請求はしておりませんで、先ほど申しましたよ

うに加入電話の利用休止工事費というものはご請求させていただいているところでござい

ます。 

【相田座長】  それは移転元事業者の方から直接請求しているということですか。 
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【NTT東日本 長澤構成員】  NTT東西の方からご請求させていただいております。 

【相田座長】  そうすると先ほどの藤井先生のご質問に関して言うと、そういうような正

確な費用で移転元事業者からお客様に請求する部分も何某かありうるということですね。 

【藤井構成員】  私からもそこの点を確認したかったところでして、結局移転元の事業者

が多額の工事費などで囲い込みのようなことにならないようなやり方があると良いと思っ

ていたところですので、それについてお聞きしたかったところです。ありがとうございます。 

【相田座長】  他にいかがでございましょうか。それではJUSAの岡田様、お願いいたしま

す。 

【JUSA 岡田構成員】  ご説明いただきましてありがとうございます。私の質問もこちら

の料金に関わるところでして、この移転元から移転先に請求する金額のところです。これは

事業者間で統一されているところなのか、それとも事業者間のそれぞれの取り決めによっ

て決められているのか教えていただければと思います。 

【NTT東日本 長澤構成員】  図をご覧いただきたいのですけれども、費用につきまして

はAという各社の番号データベースに係る設定作業費と事業者間共通で利用をするBの申込

受付システムの費用がございます。Bにつきましては事業者間共通の申込受付システムで、

事業者間共通の利用料を設定予定でございます。Aにつきましては各社様のデータベースに

各社様の設定作業となりますので、各社様が区々で設定するものになっております。 

【JUSA 岡田構成員】  そこに関する料金というのは事業者間それぞれで異なるという

理解でしょうか。それとも共通化されているという理解でしょうか。 

【NTT東日本 長澤構成員】  事業者間共通ではなく各社が設定するものとなっておりま

す。 

【JUSA 岡田構成員】  理解ができました。ありがとうございます。 

【相田座長】  その点に関しましては、もし必要であればこの検討会の場でもって、何か

ガイドライン的なものを作成するという可能性はあるのかというように思っております。

続きまして長田構成員、お願いいたします。 

【長田構成員】  ９ページの表の一番上の対象電話番号は全ての電話番号というように

書いてあるわけですが、６ページの方の資料の注４に「ひかり電話専用番号」及び「NTT東

西以外の固定電話番号」のNTT東西固定電話番号への番号ポータビリティは不可と書いてあ

る、その関係がよくわからなくて、つまりひかり電話から移行前のメタル回線には行けませ

んという意味なのかどうか、もしそうだとしたら９ページのところに全て持っていけます
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というように書いてしまうのは誤認を与えるのではないかと思いました。メタル回線のま

まの方たちの移行というのがかなり希望はいろいろあると思いますので、そこのところを

教えていただければと思います。 

【NTT東日本 長澤構成員】  資料の方がわかりづらくて申し訳ございません。６ページ

の※４の表記にございますように、ひかり電話専用番号およびNTT東西以外の事業者様の固

定電話番号のいわゆるNTTの固定電話への番号ポータビリティは不可というのが事実でご

ざいまして、最後のページの右上のところの双方向ポータビリティの全ての電話番号※

１と書いてあるところで技術的な困難性や利用者への影響等を勘案して除外されるものは

除くというものは先ほどご説明したものでございまして、確かにおっしゃる通り全ての電

話番号ということではございませんで、先ほどの６ページに書いてあるとおりのものが除

外されるということでございます。 

【長田構成員】  除外されるのですかとしか申し上げようがないのですけれども、いずれ

にしろ、この後の検討の中ではどうやってこの仕組みが始まるのかということを説明しな

ければいけないと思いますので、それは利用者の皆さんに説明するときに、よりわかりやす

い表現をとっていただかないと、期待して駄目だということになるというのはとても困る

と思うので、工夫をいただければと思います。 

【相田座長】  他にいかがでございましょうか。それでは河村構成員、お願いいたします。

【河村構成員】  ありがとうございます。質問が一点ありまして、現行の片方向番号ポー

タビリティの利用状況についての質問ですけれども、現行では法人と個人の利用というの

は、どのような割合になっているかわかれば教えていただけますでしょうか。 

【NTT東日本 長澤構成員】  現行の番号ポータビリティに占める法人比率は現時点では

当該の方では把握できておりませんというのが事実でございます。ただご参考までに申し

上げますと、NTT東日本のひかり電話の現状の契約者数については、チャネルベースになり

ますけれども、法人と個人というのは大体半々ぐらいの比率になっております。 

【相田座長】  今後お調べいただいて報告いただくようなことは可能でしょうか。 

【NTT東日本 長澤構成員】  それも含めて検討はさせていただきたいと思っております。 

【相田座長】  他にいかがでございましょうか。それでは一旦先に進みたいと思います。

続きまして、議題３ということで検討事項及び論点案ということで、事務局から説明をお願

いいたします。 

【中田補佐】  それでは資料１－４に基づきまして説明をさせていただきます。まず１ペ
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ージ目でございます。まず番号ポータビリティの実施の原則等についてでございます。番号

ポータビリティの実施の原則と例外として二つ書かせていただいておりますけれども、電

気通信番号計画の規定によりまして、PSTNのIP網への移行後に関しましては、卸電気通信役

務の提供を受ける事業者を含む固定電話番号を使用した役務の提供を行う事業者に関しま

しては、原則として番号ポータビリティの実施が義務付けられるというところでございま

す。他方で、「IP網への移行等に向けた電気通信番号制度の在り方」一次答申、こちら今年

の９月２０日に情報通信審議会から答申いただきましたところでございますけれども、そ

れを踏まえまして、技術的な困難性や利用者への影響等を勘案し、個別に総務大臣が認める

場合においては、例外的に番号ポータビリティを実施しないことができるよう電気通信番

号計画の変更を予定しているところでございます。なお、番号ポータビリティの実施を要し

ないケースに関しましては、総務省のホームページにおいて公表し、随時更新するというこ

とを予定しているところでございます。これを踏まえまして検討事項の案として三つ示さ

せていただいておりますけれども、まず一つ目としましては、卸電気通信役務の提供を受け

る事業者を含む全ての固定電話番号を使用した役務の提供を行う事業者に対して、番号ポ

ータビリティの実施を原則とすると規定するということでよいかというところでございま

す。また実施の例外に関して、先ほどお話の方もありましたけれども、メタル収容装置にあ

らかじめ登録されていない番号のポートインや利用者が意識することがない公衆電話等の

電話番号など、実施を要しない例外として想定しているところでございます。こちらについ

ては改めて事業者から他に例外がないかを確認させていただく必要があるのではないかと

思っております。またその上で、この例外についてですけれども、これをガイドラインに全

て書き込んでいくかというところでございますが、例外について都度ガイドラインが改正

されていくというような状況になりますと、煩雑であるというところが考えられますので、

ガイドラインにおいては、総務省のホームページに該当するURLを記載して、総務省のホー

ムページの方でこの例外というものを何かあれば追記していくといったような方法もあり

うるのではないかというところを考えているところでございまして、この方法についてご

検討いただきたいと思ってございます。三つ目でございますが、利用者保護の観点から番号

ポータビリティの例外についてはどういった場合が例外であるかというところを周知する

必要があると考えてございますが、こちらに関してはどういったような方法で行うことが

適当かというところが検討課題となってございます。例えば、利用者が番号を意識すること

がない公衆電話について、公衆電話は番号ポータビリティの対象となっていないと示すこ
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とは、利用者にとってかえって混乱を招く恐れがあるのではないかというところでござい

まして、このガイドラインの番号ポータビリティの例外として周知を行う事項に関しては、

利用者にとって該当可能性があるケースに限るということが適当ではないかということを

検討いただきたいところでございます。 

２ページ目でございます。消費者保護ルールの遵守等についてでございます。既に総務省

が策定・公表しております「携帯電話・PHSの番号ポータビリティの実施に関するガイドラ

イン」いわゆるMNPガイドラインでございますけれども、こちらに関しては移転元事業者に

よる引き留め行為等についての禁止等を規定しているところでございます。これらの消費

者保護ルールに関しましては、携帯電話・固定電話問わずというところもございますので、

固定電話の番号ポータビリティにおいても遵守すべきものとして、ガイドラインに規定す

る方向でよいかどうかをご検討いただきたいところでございます。 

続きまして三つ目でございます。受付方法でございますけれども、MNPのガイドラインで

は、その方式をワンストップ方式およびツーストップ方式の併用またはワンストップ方式

としてございます。また利用者の受付方法としては、店舗、電話、インターネットというも

のが記載されているところでございます。一方、先ほどNTT東西さんにもご説明いただいた

ところでございますけれども、現行の固定電話の片方向番号ポータビリティについては、ワ

ンストップ方式で実施されているという現状がございます。また受付方式について、こちら

も各事業者によって異なるというところでございますけれども、電話、インターネット等の

方法が用いられているというようなところでございます。これらを踏まえ、検討事項として

二つ記載させていただいておりまして、まず一つ目としては、固定電話の番号ポータビリテ

ィの実施方法ですけれども、こちらについて現行の片方向の番号ポータビリティと同様に

ワンストップ方式を原則としてすることでよいかどうかを検討いただきたいところでござ

います。二つ目としまして、利用者の受付方法でございますけれども、現在携帯電話に関し

ましては、電話、店舗、インターネットという方法がございますけれども、先ほど資料１－

２の方でも示させていただきました通り、携帯電話と固定電話の差というところもござい

ますので、そういったところも踏まえまして、利用者の特性や現行の片方向ポータビリティ

でどういったような受付をしているかといったところを踏まえまして、あるべき姿として

どういったような方法を規定することが望ましいかをご検討いただきたいところでござい

ます。 

四つ目でございます。利用者の負担料金でございます。「携帯電話・PHSの番号ポータビリ
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ティの実施に関するガイドライン」におきましては、利用者が負担する番号ポータビリティ

にかかる料金の額に関しては無料としてございます。ただし対面や電話による方法によっ

て番号ポータビリティの予約番号を発行するような場合の料金に関しては、千円以下の価

格というような形としているところでございます。一方ですけれども、現行の固定電話の片

方向番号ポータビリティに関しましては一定の手数料というものが徴収されておりまして、

また固定電話の特有の事象としまして、番号ポータビリティの実施に関しては回線の開通

工事が発生するといったような工事費等の負担が発生する場合もございます。これらを踏

まえまして、携帯電話では事業者負担を考慮して、対面や電話の場合については一定額の利

用者負担というものを定めておりますけれども、固定電話に関しては、実施方法を踏まえて、

利用者負担料金をどのように設定するべきかというが検討事項の一つでございます。また

回線の工事費が発生するような場合ですけれども、例えば番号ポータビリティ費用一式と

いうような形で全て丸めてしまうのではなくて、内訳や名目を明示することで、少なくとも

番号ポータビリティはいくらで、それに伴う工事がいくらですといったことを明示するこ

とで透明性が担保できるのではないかをご検討いただきたいところです。続きまして、標準

的な処理期間でございます。MNPのガイドラインですけれども、こちらに関してはツースト

ップ方式の手続きの場合においては予約番号の発行までの所要時間を極力短くすることや

MNPのための予約番号の有効期間については合理的な設定を行うことといった期間に関す

る規定がございます。また一方で固定電話についてですけれども、多段の卸電気通信役務に

よって提供されている場合が想定され、そのような場合には、番号ポータビリティの実施に

際して間に入る事業者というのが多く、移転先から移転元にたどり着くまでの間にかなり

の調整の時間を要すると想定されます。また、このような場合ですけれども、移転先や移転

元の間に入る卸電気通信役務事業者の方に関しては、手続きを迅速に行うというインセン

ティブがなかなか発生しづらいのではないかと想定されます。これらを踏まえまして、検討

事項の案として二つ示させていただいておりまして、まず事例ごとに関与する事業者の数

が異なるというところが想定されるところでございまして、全体として標準的な処理時間

というものを定めるのは難しいのではないかと考えられるところ、どのような形でこの番

号ポータビリティの迅速な実施を担保することができるかがまず課題となってございます。

括弧の形で例を示させていただいておりますけれども、複数の事業者が関係していたとし

ても、手続きに関与する事業者ごとに区切って標準的な処理期間を定めるというようなこ

とで、全体として一定期間以上はかからないような仕組みとすることもできるのではない
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かというようなところが検討事項の一つ目でございます。また二つ目でございますけれど

も、こちらはあらかじめ事業者間での手続きに必要な情報を明示しておく等、番号ポータビ

リティの実施に関与する事業者が、手続きに対して迅速な対応が可能になるような方策は

あるかいうところでございます。こちらに関しては、例えば複数の事業者等が番号ポータビ

リティに関与する場合におきまして、移転先に利用者が情報を提示して申し込んだはいい

けれども、移転元の方からこの情報が改めて欲しいというような流れが何度か繰り返され

たことによって、移転がスムーズに進まないというようなケースが存在しうるというよう

なことが想定されますので、そういったものを防ぐために事業者間で番号ポータビリティ

に際して必要な情報というものをあらかじめ明示しておくということで迅速な対応が可能

になるのではないかというところを考えてございます。こちらについて何かしら良い方法

がないか検討いただきたいというところでございます。 

最後のページですけれども、今説明させていただきました内容に関しましては、関係事業

者等からヒアリングをさせていただきまして、その状況を把握した上でどうするべきかと

いうところの検討をさせていただければと考えているところでございます。資料１－４に

基づく説明は以上となります。 

【相田座長】  ありがとうございました。先ほどのNTT東西さんからのご説明を伺いする

と、特に３ページ目の辺りは事業者さんの方でもおおよその方向性が固まっているのかと

いうように思いましたけれども、その点を含めましてご質問・ご意見等ございましたら、ま

た挙手いただければと思います。 

私から感想に近いわけですけれども、やはり固定電話の場合には加入者線の引き直しが

必要になるのかどうかということが大きなファクターになるのかということで、先に新し

い線を引いた後から古い方を引き抜くというようなことができるのかというような順序の

問題や、できるだけサービス休止の期間が短く済むようにサービスを使えない期間を短く

するためにはどうしたらいいのかというようなところで先ほど想定されているフローとい

うことは既にNTT東西さんの方からご紹介があったわけですけれども、特に加入者線の引き

直しが必要になるときにお客様にとってサービスを使えない期間ができるだけ短くなるよ

うにするためにはどうしたらいいのかというようなことについて、もう少し詳細に詰める

必要があるのかというように思いました。 

藤井構成員、お願いいたします。 

【藤井構成員】  先ほどの議論と少し関係するのですが、４ページに工事費の話が少し出
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ているかと思うのですが、工事費について回線工事のように本当に物理的な工事が入るも

のを工事費というのはいいのではないかと思うのですが、単なる設定変更も工事費と言っ

てしまっているような例があり混乱するかと思いますので、この内訳・名目を明示するとい

うときには、工事費というのがどういうものなのかというのをしっかり明示してもらう方

が良いのではないかと思った次第です。このあたりはまた次回以降、議論があるのではない

かと思い、現時点で、あくまでこの感想ですが、そのあたり少し検討いただけていいかと思

いました。以上でございます。 

【NTT東日本 長澤構成員】  いただいた検討項目ごとの論点につきまして、次回以降で

検討したものをご回答するようにしたいと思います。 

【相田座長】  ありがとうございました長田構成員、お願いいたします。 

【長田構成員】  今の工事費のところですけれども、この文章そのものを読むと番号ポー

タビリティに際して必要になる開通工事と書いてあるわけですけれども、番号を変えると

しても、新しい事業者さんと契約をするときにはこの回線の開通工事費というか、サービス

を受けるために必要な工事というのも発生すると思いますので、それはそれ、そして番号を

運ぶに際してはまた別というのをはっきりと分けて、契約前の丁寧な説明が必要だと思い

ました。 

【相田座長】  ありがとうございます。それがこの資料でいうと１ページ目に卸電気通信

役務の提供を受ける事業者を含むと書かれているところが結構厄介なところで、これ自体

のご意見があればお伺いしたいところですけれども、卸先事業者間でポータビリティを実

施するというと物理的な回線は全く手をつけずに事業者の設定だけで番ポするというケー

スも結構出てくるのかというように思っておりまして、その場合には物理的な工事はほぼ

ゼロで事業者さんの方の設定だけで済むというケースもあることになりますし、先ほどか

ら出ていますように実際に加入者線を引き直す物理的な工事が必要になるケースというの

もあるということで、それを分けて議論した方が混乱を招かないのかもしれないというよ

うに思っております。他にいかがでございましょうか。事務局さん、実際にヒアリングとい

うのはいつ頃を予定していますか。 

【中田補佐】  次回、予定しているところでございまして、来週開催させていただきたい

ところでございます。 

【相田座長】  そうすると追加でご質問・ご意見ございましたら事務局に申し上げようと

思ったのですけれども、次回のヒアリングに間に合わせようということだとすると、あまり
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時間的に余裕はないかもしれませんが、本日この後でももし追加でお気づきになった点等

ございましたら、ぜひ事務局の方までご連絡いただければと思います。河村構成員、お願い

いたします。 

【河村構成員】  最後にまとめていただいたところについての要望ですけれども、今、話

題になっておりました工事費のところですけれども、次回以降に向けてどういうケースが

考えられるのかを知りたいと思いました。工事費が全く必要ないケースと工事費が必要に

なってくるケースがあるということで、今の資料では移転先事業者における工事費という

のが発生する場合があるともありますし、先ほど古い回線に関する工事はないというお返

事があったような記憶もありますが、元の回線を取り外す工事などは無いのかどうか、いく

つかのケースをわかりやすく提示していただけると意見が言いやすいと思いました。よろ

しくお願いします。 

【相田座長】  この件は事務局の方にそういう物理的な工事が必要になる場合、必要にな

らない場合というようなことで、少しケース分けをしていただくという作業をお願いでき

ますでしょうか。 

【中田補佐】  承知いたしました。それでは工事費についてどのようなケースがあるかと

いうところも含めて、工事が必要なケース、不要なケースといったところで改めて整理をさ

せていただきたいと思います。 

【相田座長】  もしかすると、引いてある線がメタルなのか光なのか、光からメタルにと

いうのは非常に限定されたケース、元々メタルで使っていた番号を一旦光にしてまたメタ

ルに戻すという場合など、非常に限定されたケースしか認めてもらえないかと思いますけ

れども、光かメタルなのかという辺りも含めて整理していただけるといいかと思います。他

にいかがでございましょうか。それでは先ほど申し上げましたように追加でご質問・ご意見

等ございましたら事務局の方までご連絡をいただき、それらも踏まえた上で先ほどの最後

のページにございましたように次回、関係事業者等からヒアリングを行うことにしてまい

りたいと思います。 

残っている議題は４その他ということですけれども、今後の予定等につきまして事務局

から説明をお願いいたします。 

【中田補佐】  次回ですが、関係事業者等からのヒアリングを、来週１１月２６日火曜日

の９時３０分からWeb会議にて実施させていただきたいと思ってございます。事務局からは

以上でございます。 
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【相田座長】  ヒアリング対象事業者さんのご都合で９時半からスタートということで、

ご連絡が行っているかと思いますけれども、どうぞよろしくお願いいたします。以上で事務

局にご用意いただいた議題は終了したと思いますけれども、全体を通じましてご発言のご

希望ございましたらお受けしたいと思いますが、いかがでございましょうか。 

それでは以上をもちまして固定電話の双方向防番号ポータビリティの実現に向けた検討

会の第１回会合を閉会させていただきます。本日は皆様お忙しいところご出席いただきご

協力を得ましてどうもありがとうございました。 

 

 


